
       

 

News Release 

2023 年 11 月 24 日 

各 位 

 

                              株式会社 北國銀行 

株式会社 CC イノベーション 

 

「景気動向調査 No.205（県内企業の経営見通し）」の発行について 

 
株式会社北國銀行（頭取 杖村修司）と株式会社 CCイノベーション（代表取締役社長 多田隆

保）は、今般石川県内主要企業への調査結果をとりまとめ、別添のとおり「景気動向調査Ｎ

ｏ.205」として発行しますのでご報告いたします。 

また今般「賃上げに向けた企業の取組アンケート」も実施しましたので、その調査結果も取

りまとめております。 

 

記 

 

「 景気動向調査 No.205  －石川県内企業の経営見通し－ 」 

 

＜概 要＞ 

 

（１）調査時点 ： 2023年 10月 1日 

 

（２）対  象 ：  石川県内企業 182社 

      （有効回答 115社、有効回答率 63.2％） 

 

（３）目  的 ：  県内主要企業の過去６か月の景況及び業況の実績と、今後６か月 

間の景況及び業況の見通しを調査した結果により、県内の景気動 

向をとりまとめ、把握する。 

 

（４）調査項目 ：  ①国内景気の見通し 

            ②所属業界の景況見通し 

③自己企業の経営見通し 

④賃上げに関する特別調査 

 

 

以 上 

 



景気動向調査
石川県内企業の経営見通し

No.205

2023年10月実施

2023.11



B.S.Iとは、Business Survey Indexの略。企業の経営者に景気の見通しや状況判断などについて
アンケートし、そのトータルを数値化して傾向を把握する方法である。
B.S.Iは次の算式で求める。
A＝上昇・増加・好転
B＝変わらず
C＝下降・減少・悪化 とすると
A＋B＋C＝100
B.S.I＝A＋1/2B－50＝1/2 (A－C）
この結果、B.S.Iがプラスなら強気・楽観であり、マイナスなら弱気ということになる。
例えば、売上高で「増加」企業が40％、「変わらない」企業が50％、「減少」企業が10％の場合、
B.S.I＝1/2 (40－10)＝15となり、業界全体（または全産業）の見通しが強気であることを示す。

B.S.I（ビジネス・サーベイ・インデックス）
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第205回
景気動向調査 (石川県内企業の経営見通し）
調査要領

調 査 時 点 2023年10月１日

方 法 記名式アンケート調査（B.S.I方式）

対 象 石川県内主要企業 182社

有 効 回 答 115社

有効回答率 63.2％

回答業種内訳

〈製造業〉 57社
１．繊 維 工 業

２．鉄鋼・金属製品

３．一般機械等
①一般・精密機械

②建設・輸送機械
４．電 気 機 械

５．食料品製造業

６．木材・木製品製造業
７．印刷･紙･紙加工品製造業
８．その他製造業

9社

6社

6社

7社
4社

4社

0社
8社
13社

撚糸、紡績、仮より、織布、精錬、染色整理、漁網、ロープ、ニット、
サポーター、紳士服、制服縫製、雨衣、製綿ふとん
鉄鋼、作業工具、引抜鋼管、ボルト、ナット、ネジ、金属プレス製品、
銑鉄鋳物、建築用金属製品、金庫、製缶板金

金属工作機械、農業用機械、繊維機械、木工機械、動力伝導装置、
油圧・空圧機器、分析機器、その他一般産業用機械、医療用機械器具
建設機械、自動車車体・部分品・付属品
民生用･産業用電子部品、半導体、プリント基板、コンピュータ周辺機器、
制御機器、通信機器
清酒、清涼飲酒、製粉、穀物加工、醤油、味噌、豆腐、和菓子、あめ、
かまぼこ、惣菜、寿司
製材・木製品
洋・和紙、パルプ、製函、ダンボール、印刷、製本、写真製版
医薬品、化学、プラスチック、セラミック、洋食器、九谷焼、粘土瓦、
生コン、アスファルト、漆器、家具、金箔

〈非製造業〉 58社
９．卸 売 業
①食料・飲料卸売業
②繊維品卸売業
③機械・器具・鉱物・
金属卸売業
④建築材料卸売業
⑤その他卸売業

10．小 売 業
11．建 設 業
12．運輸・通信業
13．ホテル・温泉旅館業
14．サービス業その他

3社
2社
7社

4社
6社

8社
12社
3社
3社
10社

米穀、雑穀、食肉、水産物、青果物、茶、塩
産元商社、原糸、毛織物、衣料品、呉服
鋼材、石油、電機、家電品、農機、半導体、金属、鋳物資材

合板、アルミサッシ、鋼製建具、板硝子、セメント、内外装資材
総合商社、化粧品、家具、漆器、玩具、紙、事務用品、タイヤ、飼料、
酸素
百貨店、スーパーマーケット、自動車ディーラー、ガソリンスタンド
総合建設、舗装、土木、砕石、左官、防水
鉄道、観光バス、タクシー、トラック、貨物運送、港湾運送、倉庫、通信
都市型ホテル、ビジネスホテル、温泉旅館
電力、情報処理、包装梱包、料亭、貸ビル、不動産、ゴルフ場、リース、
民放、新聞、病院、警備保障

未
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概 要 国内景気、所属業界の景況見通しとも「上昇」予想

2023年10月に実施した景気動向調査（対象：石川県内企業182社、回答率63.2%）の概要は次の通りです。
(1) ｢国内景気の見通し」のB.S.Iは▲5.2となり、前回調査（2023年４月実施）より、12.2ポイント下降し、２期ぶりに下降
予想となった。
・国内景気はコロナ禍からの経済活動正常化に向けた動きが続いている。個人消費、設備投資、インバウンド需要の拡大
がけん引役となって、安定した景気回復基調への推移が期待されている。
一方で、中東やウクライナにおける情勢悪化や中国経済の不良債権問題、欧米各国における金融引き締めの長期化が国
内景気に与える影響には十分に注視が必要である。こうした先行き不透明感が景況感に影を落としていると見られる。
・製造業のB.S.Iは▲2.6（前回調査比▲6.9ポイント）。海外情勢や円安の進行に伴う原材料のコスト上昇が景況感回復の
ネックとなっていると見られる。

・非製造業のB.S.Iは▲7.9（前回調査比▲18.2ポイント）。コロナの影響緩和による人流回復は見られるが、景況感を楽観
視する声は少ない。

(2) ｢所属業界の見通し」のB.S.Iは、▲8.3となり、前回調査から5.8ポイント下降し、４期連続で下降予想となった。
・製造業では上昇を予想する業種は見られず。特に「建設・輸送機械製造業」「繊維工業」「鉄鋼・金属製品製造業」で大き
な下降予想となっている。

・非製造業では「ホテル温泉旅館」「食料・飲料卸売業」で上昇予想。一方で「繊維品卸売業」「その他卸売業」「運輸・通
信業」で悪化予想。

・アンケートでは「世界情勢の悪化や円安進行により原材料の仕入れコストが上昇している（製造業）」「コロナ禍からの人
出回復が見られるが、対応する人材が不足（非製造業）」といった声が多い。

【特別調査】「賃上げ」に向けた企業の取組アンケート
・賃上げに向けた動き
回答企業のうち、2024年度までに実施あるいは実施検討中の企業は約９割に達する。業種や企業規模に関わらず、賃上
げには積極的な姿勢が見られる。

・賃上げ率
正社員は3.1％（製造業3.4％、非製造業2.9％）に対し、非正規従業員は2.0％（製造業2.0％、非製造業2.1％）。雇用形
態によって乖離が見られる。

・賃上げの内容
｢定期昇給」に加えて「ベースアップ」「一時金の増額」を組み合わせる企業が多くみられた。

・賃上げの目的
｢人材確保」が最多。次いで「最低賃金上昇に整合」「生産性向上」が続く。

・賃上げできない理由
｢コスト上昇分の価格転嫁ができていないから」が最多。

・賃上げに必要な要因
｢値上げ」を６割超の企業が挙げる。「生産性向上（設備投資・リスキリング）」も人手不足進行の中、不可避の課題と考
えられる。

概 要

2023年４月に実施した景気動向調査（対象：石川県内企業187社、回答率65.2%）の概要は次の通りです。
(1) ｢国内景気の見通し」のB.S.Iは7.0となり、前回調査(2022年10月実施)より、8.8ポイント上昇し、３期ぶりに上昇予想と
なった。
・製造業、非製造業とも新型コロナウィルス５類移行後の経済活動正常化への期待が景況感の上昇につながっていると見
られる。一方で、原材料やエネルギー価格の高止まりによる物価上昇や世界的な金融引き締めの影響の波及が当地経済
回復の重石となる懸念は依然として残る。

・製造業のB.S.Iは4.3（前回調査比＋7.2ポイント）。経済活動の正常化を背景に持ち直しの動きが見られるが、原材料や燃
料コストの上昇がネックとなっている。
・非製造業のB.S.Iは10.3（前回調査比＋11.0ポイント）。国内人流やインバウンドの回復による消費回復への期待感が景
況感の好転に繋がっている。

(2) ｢所属業界の見通し」のB.S.Iは、▲2.5となり、前回調査から0.7ポイント下降し、３期連続で下降予想となった。
・製造業では「食料品製造業」「繊維工業」で上昇の予想。「建設輸送機械製造業」「電気機械製造業」「鉄鋼・金属製品製造
業」等で下降予想となっている。

・非製造業では「食料・飲料卸売業」「ホテル温泉旅館」「小売業」「運輸・通信業」で上昇予想。「建築材料卸売業」「建設
業」「その他卸売業」等で悪化予想。
・景況感に関するアンケートでは「原材料やエネルギーの価格が更なる上昇が懸念される（製造業）」「半導体不足で部品
供給が遅れている（製造業）」「コロナの緩和で人流やイベントの復活の影響を実感している（非製造業）」「あらゆるモノ
の値段が上がっており、個人消費に水を差さないか不安（非製造業）」といった声が聞かれた。

【特別調査】「脱炭素（カーボンニュートラル）」に向けた企業の取組アンケート
・脱炭素化に向けた社会の変化
脱炭素化に向けた社会の変化を感じており、自社においても取組が必要と考えている企業は総じて多い。
一方で、実際に何らかの取組を開始している企業は少なく、現状取組予定がない企業も依然として多い。

・自社の温室効果ガス排出量の削減目標の設定・公表
自社の温室効果ガス排出量を把握している企業は回答企業の約３割である。
削減目標を設定している企業は比較的規模の大きい企業が多い。
排出量未把握の理由としては「情報や知識の不足」、次いで「必要性を感じない」を上げる企業が多い。

・温室効果ガスの削減や目標設定に対する取引先からの要求状況
回答企業の約８割で要求されたことがない（要求されたことのある企業は全て製造業であった）。

・気候変動や地球温暖化による経営リスク要因と対応策
「市場・顧客ニーズの変化」「サプライチェーンからの離脱」を経営リスクと考える回答が多い。
リスクを機会に変える対応策として「自社サービスや製品の見直し」「新たなビジネス機会の検討」が多いが、「対策が
わからない」とする回答も目立った。

・気候変動対策への北國フィナンシャルホールディングスへの期待
自社に不足する情報提供（他社の取組事例や補助金・助成金の紹介など）やアドバイス、勉強会の開催への期待が大き
い。また、コンサルティング（方針検討やアクションプラン策定）の提供を求める声も見られた。
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2023年10月～2024年３月期の見通し（2023年４月～９月期に比べ）

…うち製 造 業 ▲2.6（前回 4.3)
非製造業 ▲7.9（前回 10.3)

※実線はB.S.I

全産業B.S.I＝ ▲5.2（前回：2023/4…7.0）

２期ぶりに下降予想………… 上昇：10社 不変：83社 下降：22社（計115社)

※実線はB.S.I
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2023年10月～2024年３月期の見通し（2023年４月～９月期に比べ）

所属業界の景況見通し

〈製造業〉
主な上昇予想業種 主な下降予想業種

なし 建設･輸送機械製造業
繊維工業
鉄鋼･金属製品製造業
一般･精密機械製造業

(▲21.4)
(▲16.7)
(▲16.7)
(▲16.7)

〈非製造業〉
主な上昇予想業種 主な下降予想業種

ホテル･温泉旅館業
食料･飲料卸売業

（33.3）
（16.7）

繊維品卸売業
運輸･通信業
その他卸売業

(▲25.0)
(▲16.7）
(▲16.7）
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全産業B.S.I＝ ▲8.3（前回：2023/4… ▲2.5）

４期連続で下降予想………… 上昇：12社 不変：72社 下降：31社（計115社)

…うち製 造 業 ▲11.4（前回 ▲2.6)
非製造業 ▲ 5.2（前回 ▲2.3)

全産業
▲8.3
製造業
▲11.4

非製造業
▲5.2
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1. 国内景気の見通し

2. 所属業界の景況見通し
2023

〈製造業〉
主な上昇予想業種 主な下降予想業種

鉄鋼･金属製品製造業
印刷･紙･紙加工品製造業

（12.5）
（12.5）

その他製造業
建設･輸送機械製造業
食料品製造業

(▲17.9）
(▲11.1）
(▲10.0）

〈非製造業〉
主な上昇予想業種 主な下降予想業種

食料･飲料卸売業
ホテル･温泉旅館業
繊維品卸売業、その他卸売業

（50.0）
（33.3）
（12.5）

建築材料卸売業
サービス業その他
機械･器具･鉱物･金属卸売業、建設業

(▲14.3）
(▲12.5）
(▲ 6.3）
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2019 2020 2021 2022 2023B.S.I
年 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

B.S.I(全産業) B.S.I(製造業) B.S.I(非製造業)

売上高または生産高(1)売上高(または生産高)について

B.S.I(全産業) B.S.I(製造業) B.S.I(非製造業)

(2)受注状況について
(非製造業は建設業のみ)

20

10

0

-10

B.S.I
年

B.S.I(全産業) B.S.I(製造業) B.S.I(非製造業)

製品在庫または商品在庫(3)製品在庫(または商品在庫)について

20

10

0

-10

-20

B.S.I
年

B.S.I(全産業) B.S.I(製造業) B.S.I(非製造業)

経 常 利 益(4)経常利益について

増加:41社 不変:50社 減少:24社（計115社）

全産業B.S.I＝ 7.4（前回 ▲4.1）

…うち 製 造 業 6.1（前回 ▲1.7）
非製造業 8.6（前回 ▲6.3）

〈製造業〉
主な増加予想業種 主な減少予想業種

食料品製造業
その他製造業
一般･精密機械製造業

(37.5)
(26.9)
( 8.3)

建設･輸送機械製造業
繊維工業
鉄鋼･金属製品製造業

(▲14.3)
(▲11.1)
(▲ 8.3)

〈非製造業〉
主な増加予想業種 主な減少予想業種

ホテル･温泉旅館業
食料･飲料卸売業
建築材料卸売業
小売業
建設業

(33.3)
(16.7)
(12.5)
(12.5)
(12.5)

運輸･通信業
機械･器具･鉱物･金属卸売業

(▲16.7)
(▲ 7.1)

〈製造業〉
主な増加予想業種 主な減少予想業種

一般･精密機械製造業
繊維工業
鉄鋼･金属製品製造業

(25.0)
(11.1)
( 8.3)

電気機械製造業
食料品製造業
印刷･紙･紙加工品製造業

(▲12.5)
(▲12.5)
(▲ 6.3)

〈非製造業〉
主な増加予想業種 主な減少予想業種

その他卸売業
ホテル･温泉旅館業

(25.0)
(16.7)

繊維品卸売業
運輸･通信業
食料･飲料卸売業

(▲50.0)
(▲33.3)
(▲16.7)

〈製造業〉
主な増加予想業種 主な減少予想業種

その他製造業
一般･精密機械製造業
食料品製造業

(23.1)
(16.7)
(12.5)

鉄鋼･金属製品製造業
建設･輸送機械製造業
繊維工業

(▲16.7)
(▲14.3)
(▲11.1)

〈非製造業〉
主な増加予想業種 主な減少予想業種

ホテル･温泉旅館業
小売業
建設業

(33.3)
(25.0)
(16.7)

運輸･通信業
機械･器具･鉱物･金属卸売業

(▲33.3)
(▲14.3)

B.S.I
6.5

〈製造業〉
主な増加予想業種 主な減少予想業種

その他製造業
食料品製造業
一般･精密機械製造業

(15.4)
(12.5)
( 8.3)

鉄鋼･金属製品製造業
繊維工業
建設･輸送機械製造業

(▲16.7)
(▲11.1)
(▲ 7.1)
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受 注 状 況

２期ぶり増加予想

増加:19社 不変:33社 減少:17社（計69社）

全産業B.S.I＝ 1.4（前回 ▲ 6.2）

…うち 製 造 業 0.9（前回 ▲ 4.3）
非製造業 4.2（前回 ▲13.3）

2期ぶりに増加予想

増加:18社 不変:80社 減少:17社（計115社）

全産業B.S.I＝ 0.4（前回 ▲4.1）

…うち 製 造 業 3.5（前回 ▲8.6）
非製造業 ▲2.6（前回 0.0）

２期ぶりに増加予想

増加:42社 不変:46社 減少:27社（計115社）

全産業B.S.I＝ 6.5（前回 ▲ 9.0）

…うち 製 造 業 3.5（前回 ▲11.2）
非製造業 9.5（前回 ▲ 7.0）

２期ぶりに増加予想

〈非製造業〉
主な増加予想業種 主な減少予想業種

建設業 (4.2) なし

３. 自己企業の経営見通し 2023年10月～2024年３月期の見通し
（2023年４月～９月期に比べ）

〈製造業〉
主な増加予想業種

鉄鋼･金属製品製造業
印刷･紙･紙加工品製造業
機械･器具･鉱物･金属卸売業
建設･輸送機械製造業

(18.8)
(18.2)
(16.7)

〈製造業〉
主な増加予想業種

鉄鋼･金属製品製造業
印刷･紙･紙加工品製造業
機械･器具･鉱物･金属卸売業
建設･輸送機械製造業

(18.8)
(18.2)
(16.7)

〈製造業〉
主な増加予想業種 主な減少予想業種

()
()
()

(▲)
(▲)
(▲)

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ

B.S.I
7.4

B.S.I
1.4

2019 2020 2021 2022 2023
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ

2019 2020 2021 2022 2023
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ

2019 2020 2021 2022 2023
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ
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B.S.I(全産業) B.S.I(製造業) B.S.I(非製造業)

B.S.I(全産業) B.S.I(製造業) B.S.I(非製造業)

(6)資金繰りについて

(5)設備投資について

増加:31社 不変:67社 減少:17社（計115社）

全産業B.S.I＝ 6.1（前回 2.5）

…うち 製 造 業 8.8（前回 11.2）
非製造業 3.4（前回 ▲5.5）

〈製造業〉
主な増加予想業種 主な減少予想業種

その他製造業
鉄鋼･金属製品製造業
建設･輸送機械製造業

(19.2)
(16.7)
(14.3)

食料品製造業
一般･精密機械製造業

(▲25.0)
(▲ 8.3)

〈非製造業〉
主な増加予想業種 主な減少予想業種

その他卸売業
小売業
運輸･通信業

(25.0)
(25.0)
(16.7)

食料･飲料卸売業
ホテル･温泉旅館業
機械･器具･鉱物･金属卸売業

(▲33.3)
(▲16.7)
(▲14.3)

４期連続で増加予想

好転:11社 不変:89社 悪化:15社（計115社）

全産業B.S.I＝ ▲1.7（前回 ▲0.8）

…うち 製 造 業 ▲5.3（前回 ▲1.7）
非製造業 1.7（前回 0.0）

〈製造業〉
主な増加予想業種 主な減少予想業種

電気機械製造業 (12.5) 鉄鋼･金属製品製造業
食料品製造業
一般･精密機械製造業

(▲16.7)
(▲12.5)
(▲ 8.3)

〈非製造業〉
主な増加予想業種 主な減少予想業種

ホテル･温泉旅館業
建設材料卸売業
食料･飲料卸売業

(33.3)
(25.0)
(16.7)

繊維品卸売業
その他卸売業
運輸･通信業

(▲25.0)
(▲16.7)
(▲16.7)

18期連続で悪化予想

３. 自己企業の経営見通し
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資 金 繰 り

〈製造業〉
主な増加予想業種

鉄鋼･金属製品製造業
印刷･紙･紙加工品製造業
機械･器具･鉱物･金属卸売業
建設･輸送機械製造業

(18.8)
(18.2)
(16.7)

〈製造業〉
主な増加予想業種 主な減少予想業種
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2023年度に実施済（または実施予定）の企業が85％に上
る。2024年度以降に実施を検討している企業も含めると
90％に達することから、企業規模に関わらず賃上げへの
意欲的な取組姿勢が見られる。一方で、「実施したいがで
きない」とする企業も見られる。

正社員の前年比賃上げ率を聞いたとこ
ろ、最多は「３％以上～４％未満」となっ
た。中には、５％以上の大幅な引き上げ
に踏み切った企業もみられた。
なお、平均値は全業態で3.1％、製造業
では3.4％、非製造業では2.9％（いずれ
も賃上げ率非公表や未定の企業を除く）
であった。

非正規従業員の前年比賃上げ率を聞い
たところ、正社員同様の引き上げを実施
している企業がある一方、「賃上げをし
ていない」とする企業も多数見られた（全
員が正社員、個別対応を検討とする企業
も多かった）。
なお、平均値は全業態で2.0％、製造業
では2.0％、非製造業では2.1％（いずれ
も賃上げ率非公表や未定の企業を除く）
であった。
雇用形態によって、賃上げ率に乖離が
見られている。

２．（１. で 「2023年度に実施する（実施した）」、「2024年度以降に実施を検討」と回答した方）
正社員の前年比の賃上げ率は何%ですか（何%を検討していますか）。

４. 特別調査「賃上げに向けた企業の取組アンケート」５．人材採用における貴社の課題は何でしょうか？
製 造 業 非製造業

自社と求職者の
マッチング

・求める人材が集まらない（即戦力、理系・
技術人材、デジタル人材など）。
・求職者と応募条件が合わない（労働時間、
休暇、賃金など）
・職種によって応募に差がある（営業職で
応募がほぼない）。

・内定辞退者が多い。
・業界が斜陽産業のため、人気がない。若
年層の応募がない。
・営業などの職種では募集が集まらない。
・採用後にミスマッチが発覚して、短期間
でやめてしまう。

自社の採用体制 ・自社の知名度、アピール不足（業界大手な
どに比べて）。
・採用に係るコスト負担が重い。
・募集ルート、チャネルが限定的。

・採用後の育成環境が未整備。
・採用者とのコミュニケーション不足。
・欲しい人材の定義が社内で決まっておら
ず、場当たり的に採用している。

製造業では求める人材（理系・技術人材、デジタル人材）が集まらないこと、非製造業では職種によって応募に
偏りがあるなど、自社と求職者の間のマッチングに課題を感じている企業が多い。
採用体制の仕組化、体系化にも課題が見られた。
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わが国では物価高や人材不足の影響などから、賃上げの動きが徐々に見られ始めています。そこで、皆さまが賃上
げに関して、実際にどのような取組や対策をされているか（またはされようとしているか）を調査しました。

１．2023年度または2024年度に賃上げ（賞与等の一時的な賃金も含む）する予定はありますか。
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■ 2023年度に実施する（実施した）

■ 2023年度は見送るが、2024年度
　以降に実施を検討している

■実施したいができない

■実施を検討していない

■その他

4社
（4%）

98社
（85%）

1社
（1%）

6社
（5%）

6社
（5%）

2023年度に実施済（または実施予定）
の企業が85％に上る。2024年度以降に
実施を検討している企業も含めると
90％に達することから、企業規模に関わ
らず賃上げへの意欲的な取組姿勢が見ら
れる。一方で、「実施したいができない」
とする企業も見られる。
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３．（１. で 「2023年度に実施する（実施した）」、「2024年度以降に実施を検討」と回答した方）
非正規従業員の前年比の賃上げ率は何%ですか（何%を検討していますか）。
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「後継者の育成」「後継者への株式の
譲渡」が多い。いずれの対応も後継者
との十分な意思疎通が不可欠で、一定
の時間を要す内容であることから、計
画的な取組が必要となる。

４．具体的に取り組んでいる、これから取り組む予定の場合具体的な取組み内容を教えてください。
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取組課題として「後継者の育成」に
次いで「相続税・贈与税対策」が多い。
「事業承継計画の策定」「自社株評価の
算出」を含め、専門知識が求められる
領域であり、早い段階から税理士や会
計士といった専門家を交えた対策が必
要である。

５．事業承継に取組むにあたり、課題だと感じていることを教えてください。
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賃上げの内容としては、基本の「定期昇給」に
加えて「ベースアップ」や「一時金の増額」など
を組み合わせるパターンが多くみられた。
他に「物価高騰対策の一時金支給」「各種手当の
増額」といった対応が見られた。

４．【１. で「2023年度に実施する（実施した）」、「2024年度以降に実施を検討」と回答した方】
賃上げの内容は何でしょうか。（複数回答可）

賃上げの目的として、最多は「人材を確保する
ため」であった。次いで「最低賃金の上昇にあわ
せるため」「生産性を上げるため」と続く。
その他としては「物価上昇への対応（従業員の
生活支援）」「社員のモチベーションアップ」といっ
た観点も見られた。

５．【１. で「2023年度に実施する（実施した）」、「2024年度以降に実施を検討」と回答した方】
賃上げの目的は何でしょうか。（複数回答可）
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賃上げに必要な要因としては、６割を超える企
業が「値上げ」を挙げている。賃上げ原資の確保
に向けては、自社のコスト削減努力だけでは限界
がある。急速な物価上昇の中、コスト上昇分を適
切に価格転嫁する必要性は多くの企業が感じてい
る所であり、自社製品やサービスの価格設定を改
めて見直してみる時期に来ているのではないか。
また、設備投資やリスキリングによる生産性向
上も、人手不足の進行が避けられない中にあって
待ったなしの課題であろう。

７．【回答者全員】
賃上げを実施（検討）するうえで、必要なことは何でしょうか。（複数回答可）

賃上げ未実施の理由としては「コスト上昇分の
価格転嫁ができていないから」が最多であった。
賃上げの原資のための価格転嫁の必要性を訴える
企業は規模や業種に関わらず多く見られた。

６．【１. で「実施を検討していない」、「実施したいができない」と回答した方】
実施しない（できない）理由は何でしょうか。（複数回答可）
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国内景気の見通し 上昇する 不 変 下降する 上昇する 不 変 下降する BSI 計
全 産 業 10 83 22 9% 72% 19% ▲ 5.2 115
製 造 業 6 42 9 11% 74% 16% ▲ 2.6 57
非 製 造 業 4 41 13 7% 72% 23% ▲ 7.9 58

貴業界の見通し 上昇する 不 変 下降する 上昇する 不 変 下降する BSI 計
全 体 12 72 31 10% 63% 27% ▲ 8.3 115
製 造 業 3 38 16 5% 67% 28% ▲11.4 57
繊維工業 0 6 3 0% 67% 33% ▲ 16.7 9
鉄鋼・金属製品製造業 1 2 3 17% 33% 50% ▲ 16.7 6
一般機械等 0 8 5 0% 62% 38% ▲ 19.2 13
一般・精密機械製造業 0 4 2 0% 67% 33% ▲ 16.7 6
建設・輸送機械製造業 0 4 3 0% 57% 43% ▲ 21.4 7
電気機械製造業 0 3 1 0% 75% 25% ▲ 12.5 4
食料品製造業 0 3 1 0% 75% 25% ▲ 12.5 4
木材・木製品製造業 0 0 0 0
印刷・紙・紙加工品製造業 1 6 1 13% 75% 13% 0.0 8
その他製造業 1 10 2 8% 77% 15% ▲ 3.8 13
非製造業 9 34 15 16% 59% 26% ▲ 5.2 58
卸 売 業 3 12 7 14% 55% 32% ▲ 9.1 22
食料・飲料卸売業 2 0 1 67% 0% 33% 16.7 3
繊維品卸売業 0 1 1 0% 50% 50% ▲ 25.0 2
機械・器具・鉱物・金属卸売業 0 5 2 0% 71% 29% ▲ 14.3 7
建築材料卸売業 1 2 1 25% 50% 25% 0.0 4
その他卸売業 0 4 2 0% 67% 33% ▲ 16.7 6
小 売 業 1 6 1 13% 75% 13% 0.0 8
建 設 業 1 8 3 8% 67% 25% ▲ 8.3 12
運輸・通信業 0 2 1 0% 67% 33% ▲ 16.7 3
ホテル・温泉旅館業 2 1 0 67% 33% 0% 33.3 3
サービス業その他 2 5 3 20% 50% 30% ▲ 5.0 10

売上高の見通し 増加する 不 変 減少する 増加する 不 変 減少する BSI 計
全 体 41 50 24 36% 43% 21% 7.4 115
製 造 業 19 26 12 33% 46% 21% 6.1 57
繊維工業 1 5 3 11% 56% 33% ▲ 11.1 9
鉄鋼・金属製品製造業 0 5 1 0% 83% 17% ▲ 8.3 6
一般機械等 4 4 5 31% 31% 38% ▲ 3.8 13
一般・精密機械製造業 3 1 2 50% 17% 33% 8.3 6
建設・輸送機械製造業 1 3 3 14% 43% 43% ▲ 14.3 7
電気機械製造業 1 2 1 25% 50% 25% 0.0 4
食料品製造業 3 1 0 75% 25% 0% 37.5 4
木材・木製品製造業 0 0 0 0
印刷・紙・紙加工品製造業 3 3 2 38% 38% 25% 6.3 8
その他製造業 7 6 0 54% 46% 0% 26.9 13
非製造業 22 24 12 38% 41% 21% 8.6 58
卸 売 業 6 12 4 27% 55% 18% 4.5 22
食料・飲料卸売業 2 0 1 67% 0% 33% 16.7 3
繊維品卸売業 1 0 1 50% 0% 50% 0.0 2
機械・器具・鉱物・金属卸売業 1 4 2 14% 57% 29% ▲ 7.1 7
建築材料卸売業 1 3 0 25% 75% 0% 12.5 4
その他卸売業 1 5 0 17% 83% 0% 8.3 6
小 売 業 3 4 1 38% 50% 13% 12.5 8
建 設 業 6 3 3 50% 25% 25% 12.5 12
運輸・通信業 0 2 1 0% 67% 33% ▲ 16.7 3
ホテル・温泉旅館業 2 1 0 67% 33% 0% 33.3 3
サービス業その他 5 2 3 50% 20% 30% 10.0 10

８．貴社のDXの取組みについてどのような実感をお持ちですか？（自由回答）
■コスト削減
〈うまくいっていない〉
・採算意識の向上等、各自の自覚が不十分。
・取組みを検討している段階である。

■既存サービスの提供価値強化
〈うまくいっている〉
・若手中心で取組中。社内活気の上昇に寄与している。業務的成果はこれからである。

■既存サービスの提供体制の効率化
〈うまくいっている〉
・これまでの紙の乗車券から、デジタル乗車券を購入するお客様の割合が徐々に高まっている。

■社内の業務効率化、生産性向上
〈うまくいっている〉
・Webミーティングにより移動時間の削減等目に見える成果が出ている
・社内文書の電子化により、業務の効率化や文書の印刷や廃棄などのムダな作業が減少している
・基幹業務等のクラウドシステム化により、社内ネットワーク環境以外からでも効率よく業務遂行が可能となった。
・ノートPCやネット環境の増強により、社内のフリーアドレス化が進みつつある。

〈うまくいっていない〉
・現在の利益体系で現時点では投資の費用対効果が悪いと感じる。
・社内のDX戦略の見極めができていない。
・従業員の意識改革が必要。
・業務毎に様々なシステム、ソフトを使用しており一元的なデータ管理に課題がある。
・新しいことを取り入れたり、昔からのやり方を変えることに抵抗がある。
・既存業務が忙しく、働き方改革もあり余裕がない。

■働き方改革
〈うまくいっている〉
・作業現場員がデジタルを活用した工事を実施している。
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受注状況の見通し 増加する 不 変 減少する 増加する 不 変 減少する BSI 計
全 体 19 33 17 28% 48% 25% ▲ 1.4 69
製 造 業 14 30 13 25% 53% 23% 0.9 57
繊維工業 1 5 3 11% 56% 33% ▲ 11.1 9
鉄鋼・金属製品製造業 0 4 2 0% 67% 33% ▲ 16.7 6
一般機械等 4 5 4 31% 38% 31% 0.0 13
一般・精密機械製造業 3 1 2 50% 17% 33% 8.3 6
建設・輸送機械製造業 1 4 2 14% 57% 29% ▲ 7.1 7
電気機械製造業 1 2 1 25% 50% 25% 0.0 4
食料品製造業 1 3 0 25% 75% 0% 12.5 4
木材・木製品製造業 0 0 0 0
印刷・紙・紙加工品製造業 2 4 2 25% 50% 25% 0.0 8
その他製造業 5 7 1 38% 54% 8% 15.4 13
非製造業 5 3 4 42% 25% 33% 4.2 12
卸 売 業 0
食料・飲料卸売業 0
繊維品卸売業 0
機械・器具・鉱物・金属卸売業 0
建築材料卸売業 0
その他卸売業 0
小 売 業 0
建 設 業 5 3 4 42% 25% 33% 4.2 12
運輸・通信業 0
ホテル・温泉旅館業 0
サービス業その他 0

製品在庫(商品在庫の見通し) 増加する 不 変 減少する 増加する 不 変 減少する BSI 計
全 体 18 80 17 16% 70% 15% ▲ 0.4 115
製 造 業 9 43 5 16% 75% 9% 3.5 57
繊維工業 2 7 0 22% 78% 0% 11.1 9
鉄鋼・金属製品製造業 1 5 0 17% 83% 0% 8.3 6
一般機械等 4 9 0 31% 69% 0% 15.4 13
一般・精密機械製造業 3 3 0 50% 50% 0% 25.0 6
建設・輸送機械製造業 1 6 0 14% 86% 0% 7.1 7
電気機械製造業 0 3 1 0% 75% 25% ▲ 12.5 4
食料品製造業 0 3 1 0% 75% 25% ▲ 12.5 4
木材・木製品製造業 0 0 0 0
印刷・紙・紙加工品製造業 0 7 1 0% 88% 13% ▲ 6.3 8
その他製造業 2 9 2 15% 69% 15% 0.0 13
非製造業 9 37 12 16% 64% 21% ▲ 2.6 58
卸 売 業 5 11 6 23% 50% 27% ▲ 2.3 22
食料・飲料卸売業 0 2 1 0% 67% 33% ▲ 16.7 3
繊維品卸売業 0 0 2 0% 0% 100% ▲ 50.0 2
機械・器具・鉱物・金属卸売業 1 4 2 14% 57% 29% ▲ 7.1 7
建築材料卸売業 1 2 1 25% 50% 25% 0.0 4
その他卸売業 3 3 0 50% 50% 0% 25.0 6
小 売 業 2 4 2 25% 50% 25% 0.0 8
建 設 業 0 11 1 0% 92% 8% ▲ 4.2 12
運輸・通信業 0 1 2 0% 33% 67% ▲ 33.3 3
ホテル・温泉旅館業 1 2 0 33% 67% 0% 16.7 3
サービス業その他 1 8 1 10% 80% 10% 0.0 10



－10－ －11－

経常利益の見通し 増加する 不 変 減少する 増加する 不 変 減少する BSI 計
全 体 42 46 27 37% 40% 23% ▲ 6.5 115
製 造 業 18 25 14 32% 44% 25% 3.5 57
繊維工業 1 5 3 11% 56% 33% ▲ 11.1 9
鉄鋼・金属製品製造業 0 4 2 0% 67% 33% ▲ 16.7 6
一般機械等 5 3 5 38% 23% 38% 0.0 13
一般・精密機械製造業 4 0 2 67% 0% 33% 16.7 6
建設・輸送機械製造業 1 3 3 14% 43% 43% ▲ 14.3 7
電気機械製造業 1 2 1 25% 50% 25% 0.0 4
食料品製造業 1 3 0 25% 75% 0% 12.5 4
木材・木製品製造業 0 0 0 0
印刷・紙・紙加工品製造業 3 3 2 38% 38% 25% 6.3 8
その他製造業 7 5 1 54% 38% 8% 23.1 13
非製造業 24 21 13 41% 36% 22% 9.5 58
卸 売 業 6 11 5 27% 50% 23% 2.3 22
食料・飲料卸売業 2 0 1 67% 0% 33% 16.7 3
繊維品卸売業 1 0 1 50% 0% 50% 0.0 2
機械・器具・鉱物・金属卸売業 0 5 2 0% 71% 29% ▲ 14.3 7
建築材料卸売業 2 1 1 50% 25% 25% 12.5 4
その他卸売業 1 5 0 17% 83% 0% 8.3 6
小 売 業 5 2 1 63% 25% 13% 25.0 8
建 設 業 6 4 2 50% 33% 17% 16.7 12
運輸・通信業 0 1 2 0% 33% 67% ▲ 33.3 3
ホテル・温泉旅館業 2 1 0 67% 33% 0% 33.3 3
サービス業その他 5 2 3 50% 20% 30% 10.0 10

設備投資の見通し 増加する 不 変 減少する 増加する 不 変 減少する BSI 計
全 体 31 67 17 27% 58% 15% 6.1 115
製 造 業 18 31 8 32% 54% 14% 8.8 57
繊維工業 3 5 1 33% 56% 11% 11.1 9
鉄鋼・金属製品製造業 3 2 1 50% 33% 17% 16.7 6
一般機械等 3 8 2 23% 62% 15% 3.8 13
一般・精密機械製造業 1 3 2 17% 50% 33% -8.3 6
建設・輸送機械製造業 2 5 0 29% 71% 0% 14.3 7
電気機械製造業 1 2 1 25% 50% 25% 0.0 4
食料品製造業 1 0 3 25% 0% 75% ▲ 25.0 4
木材・木製品製造業 0 0 0 0
印刷・紙・紙加工品製造業 2 6 0 25% 75% 0% 12.5 8
その他製造業 5 8 0 38% 62% 0% 19.2 13
非製造業 13 36 9 22% 62% 16% 3.4 58
卸 売 業 5 12 5 23% 55% 23% 0.0 22
食料・飲料卸売業 0 1 2 0% 33% 67% ▲ 33.3 3
繊維品卸売業 0 2 0 0% 100% 0% 0.0 2
機械・器具・鉱物・金属卸売業 1 3 3 14% 43% 43% ▲ 14.3 7
建築材料卸売業 1 3 0 25% 75% 0% 12.5 4
その他卸売業 3 3 0 50% 50% 0% 25.0 6
小 売 業 4 4 0 50% 50% 0% 25.0 8
建 設 業 2 7 3 17% 58% 25% ▲ 4.2 12
運輸・通信業 1 2 0 33% 67% 0% 16.7 3
ホテル・温泉旅館業 0 2 1 0% 67% 33% ▲ 16.7 3
サービス業その他 1 9 0 10% 90% 0% 5.0 10
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資金繰りの見通し 好転する 不 変 悪化する 好転する 不 変 悪化する BSI 計
全 体 11 89 15 10% 77% 13% ▲ 1.7 115
製 造 業 3 45 9 5% 79% 16% ▲ 5.3 57
繊維工業 1 6 2 11% 67% 22% ▲ 5.6 9
鉄鋼・金属製品製造業 0 4 2 0% 67% 33% ▲ 16.7 6
一般機械等 0 12 1 0% 92% 8% ▲ 3.8 13
一般・精密機械製造業 0 5 1 0% 83% 17% ▲ 8.3 6
建設・輸送機械製造業 0 7 0 0% 100% 0% 0.0 7
電気機械製造業 1 3 0 25% 75% 0% 12.5 4
食料品製造業 0 3 1 0% 75% 25% ▲ 12.5 4
木材・木製品製造業 0 0 0 0
印刷・紙・紙加工品製造業 0 7 1 0% 88% 13% ▲ 6.3 8
その他製造業 1 10 2 8% 77% 15% ▲ 3.8 13
非製造業 8 44 6 14% 76% 10% 1.7 58
卸 売 業 3 15 4 14% 68% 18% ▲ 2.3 22
食料・飲料卸売業 1 2 0 33% 67% 0% 16.7 3
繊維品卸売業 0 1 1 0% 50% 50% ▲ 25.0 2
機械・器具・鉱物・金属卸売業 0 6 1 0% 86% 14% ▲ 7.1 7
建築材料卸売業 2 2 0 50% 50% 0% 25.0 4
その他卸売業 0 4 2 0% 67% 33% ▲ 16.7 6
小 売 業 1 7 0 13% 88% 0% 6.3 8
建 設 業 1 10 1 8% 83% 8% 0.0 12
運輸・通信業 0 2 1 0% 67% 33% ▲ 16.7 3
ホテル・温泉旅館業 2 1 0 67% 33% 0% 33.3 3
サービス業その他 1 9 0 10% 90% 0% 5.0 10
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